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(57)【要約】
 屈折率を測定する表面プラズモンセンサにおいて、吸
収曲線に依存せず屈折率を高精度かつ容易に測定する。
 表面プラズモンセンサは、周期構造を有する金属層を
備え、試料が配置された反射板と、前記反射板に入射光
を照射する光源と、前記反射板で反射した反射光を受光
する受光部と、周期構造面からの反射光に含まれる偏光
方向の異なる２種類の波の位相情報に基づいて前記試料
の屈折率を測定する計測部と、を備えることを特徴とす
る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　周期構造を有する金属層を備え、試料が配置された反射板と、
　前記反射板に入射光を照射する光源と、
　前記反射板で反射した反射光を受光する受光部と、
　前記試料を透過して反射した反射光に含まれる偏光方向の異なる２種類の波の位相差情
報に基づいて前記試料の屈折率を測定する計測部と、を備えることを特徴とする表面プラ
ズモンセンサ。
【請求項２】
　前記反射光に含まれる偏光方向の異なる２種類の波は、前記反射光に含まれるｓ波とｐ
波であることを特徴とする請求項１に記載の表面プラズモンセンサ。
【請求項３】
　前記位相差情報は、前記反射光の楕円率の変動であることを特徴とする請求項１又は請
求項２に記載の表面プラズモンセンサ。
【請求項４】
　前記光源は、前記反射板に照射する入射角を変化させながら前記入射光を照射し、
　前記計測部は、前記２種類の波の位相差がゼロになる前記入射角に基づいて前記試料の
屈折率を測定することを特徴とする請求項１乃至請求項３のいずれか１項に記載の表面プ
ラズモンセンサ。
【請求項５】
　前記反射板は、前記入射光の入射面が前記周期構造の周期方向に対する方位角を変化さ
せながら前記入射光を反射し、
　前記計測部は、前記２種類の波の位相差がゼロになる前記方位角に基づいて前記試料の
屈折率を測定することを特徴とする請求項１乃至請求項３のいずれか１項に記載の表面プ
ラズモンセンサ。
【請求項６】
　前記光源は、前記入射光の波長を変化させながら前記入射光を照射し、
　前記計測部は、前記２種類の波の位相差がゼロになる前記波長に基づいて前記試料の屈
折率を測定することを特徴とする請求項１乃至請求項３のいずれか１項に記載の表面プラ
ズモンセンサ。
【請求項７】
　前記計測部が測定した前記２種類の波の位相差がゼロになるように前記周期構造の周期
方向に対する方位角を変更するように前記反射板を制御する制御部をさらに備えることを
特徴とする請求項１乃至請求項３のいずれか１項又は請求項５に記載の表面プラズモンセ
ンサ。
【請求項８】
　前記計測部が測定した前記２種類の波の位相差がゼロになるように前記入射角を変更す
るよう前記光源を制御する制御部をさらに備えることを特徴とする請求項１乃至請求項４
のいずれか１項に記載の表面プラズモンセンサ。
【請求項９】
　前記計測部が測定した前記２種類の波の位相差がゼロになるように前記波長を変更する
よう前記光源を制御する制御部をさらに備えることを特徴とする請求項１乃至請求項３の
いずれか１項又は請求項６に記載の表面プラズモンセンサ。
【請求項１０】
　前記光源は、屈折率測定の基準となる基準物質を反射板に配置したときの反射光に含ま
れる前記２種類の波の位相差がゼロとなる入射角及び波長を有する前記入射光を前記試料
に照射し、
　前記計測部は、前記反射光から得た位相情報に基づき前記試料の屈折率を測定すること
を特徴とする請求項１乃至請求項９のいずれか１項に記載の表面プラズモンセンサ。
【請求項１１】
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　前記２種類の波の位相差がゼロとなる前後の前記楕円率の変動量が大きくなるように前
記反射板の方位角及び格子の溝の深さを調整することを特徴とする請求項１乃至請求項１
０のいずれか１項に記載の表面プラズモンセンサ。
【請求項１２】
　入射面に対して前記反射光の平行な成分及び垂直な成分の位相差を略直角、前記反射光
の反射率が前記平行な成分と前記垂直な成分とで略等しくなるように、前記反射板の方位
角及び溝の形状を調整することを特徴とする請求項１乃至請求項１１のいずれか１項に記
載の表面プラズモンセンサ。
【請求項１３】
　前記光源は、前記反射板の前記金属層が設けられた面と対向する面から入射されるよう
に前記入射光を照射し、
　前記金属層は薄膜周期構造を有することを特徴とする請求項１乃至請求項１２のいずれ
か１項に記載の表面プラズモンセンサ。
【請求項１４】
　周期構造を有する金属層を備える反射板に配置された試料の屈折率を測定する表面プラ
ズモンセンサを用いた屈折率の測定方法であって、
　光源から前記反射板に入射光を照射するステップと、
　前記試料を透過して前記反射板で反射した反射光を受光部で受光するステップと、
　前記受光部で受光した反射光に含まれる偏光方向の異なる２種類の波の位相差情報に基
づいて前記試料の屈折率を測定するステップと、を備えることを特徴とする屈折率の測定
方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表面プラズモンセンサ、及び該表面プラズモンセンサを用いた屈折率の測定
方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液体等の屈折率を光学的に測定するセンサとして表面プラズモンセンサが知られている
。金属表面に波長λの入射光を照射したときの反射率ρの入射角特性（吸収曲線）を測定
すると、特定の入射角（以下、吸収角θｓｐと呼ぶ）で反射率ρが急激に減少する。この
現象は、プラズモン共鳴吸収と呼ばれ、入射光と金属表面に存在する表面プラズモンとの
電磁波結合によって生じる現象であり、入射光の電力が金属表面に捕捉（共鳴吸収）され
た結果、反射光強度が減少する。
【０００３】
　表面プラズモンセンサは、プラズモン共鳴吸収を利用して液体等の試料の屈折率を測定
するセンサである。表面プラズモンセンサには、金属表面にプリズムを配置したものや、
例えば特許文献１に開示されるように金属表面に等間隔に溝を刻んだ周期構造を有するも
のがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００８－２１６０５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　表面プラズモンセンサでは、予め屈折率ｎｓが既知の基準物質の吸収角θｓｐを求めて
おき、屈折率ｎを測定した試料の吸収角θ’ｓｐと基準物質の吸収角θｓｐとの差Δθｓ

ｐ（＝θｓｐ－θ’ｓｐ）から試料の屈折率ｎ（＝ｎｓ＋Δｎ）を求める。
　上述したように吸収角θｓｐは、反射率ρが急激に減少する角度であるため、吸収角θ
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ｓｐを測定するには最小点検出を行わなければならず、測定が複雑であるという問題があ
った。
【０００６】
　本発明は、上述の点を鑑みてなされたものであり、容易に屈折率を測定できる表面プラ
ズモンセンサ、及び屈折率の測定方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するため、本発明に係る表面プラズモンセンサは、周期構造を有する金
属層を備え、試料が配置された反射板と、前記反射板に入射光を照射する光源と、前記反
射板で反射した反射光を受光する受光部と、前記試料を透過して反射した反射光に含まれ
る偏光方向の異なる２種類の波の位相差情報に基づいて前記試料の屈折率を測定する計測
部と、を備えることを特徴とする。
【０００８】
　また、本発明に係る屈折率の測定方法は、周期構造を有する金属層を備える反射板に配
置された試料の屈折率を測定する表面プラズモンセンサを用いた屈折率の測定方法であっ
て、光源から前記反射板に入射光を照射するステップと、前記反射板で反射した反射光を
受光部で受光するステップと、前記受光部で受光した反射光に含まれる偏光方向の異なる
２種類の波の位相情報に基づいて前記試料の屈折率を測定するステップと、を備えること
を特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、容易に屈折率を測定することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の第１実施形態に係る表面プラズモンセンサの概略図。
【図２】本発明の第１実施形態に係る金属層を示す図。
【図３】本発明の第１実施形態に係る表面プラズモンセンサの概略図。
【図４】本発明の第１実施形態に係る反射光を説明する図。
【図５】本発明の第１実施形態に係る反射光を説明する図。
【図６】本発明の第１実施形態に係る反射板を示す図。
【図７】本発明の第１実施形態に係る楕円率の変動の測定方法を説明する図。
【図８】本発明の第１実施形態に係る反射光の楕円率の変動を示す図。
【図９】本発明の第１実施形態に係る反射光の位相を示す図。
【図１０】本発明の第１実施形態に係る反射光の反射率を示す図。
【図１１】本発明の第１実施形態に係る楕円率の入射角特性を示す図。
【図１２】本発明の第１実施形態に係る反射率の入射角特性を示す図。
【図１３】本発明の第２実施形態に係る表面プラズモンセンサの概略図。
【図１４】本発明の第３実施形態に係る表面プラズモンセンサの概略図。
【図１５】本発明の第３実施形態に係る楕円率の変動の測定方法を説明する図。
【図１６】本発明の第３実施形態に係る楕円率の方位角特性を示す図。
【図１７】本発明の第４実施形態に係る表面プラズモンセンサの概略図。
【図１８】本発明の第４実施形態に係る楕円率の変動の測定方法を説明する図。
【図１９】本発明の第４実施形態に係る楕円率の波長特性を示す図。
【図２０】本発明の第５実施形態に係る表面プラズモンセンサの概略図。
【図２１】本発明の第５実施形態に係る楕円率の変動の測定方法を説明する図。
【図２２】本発明の第６実施形態に係る表面プラズモンセンサの概略図。
【図２３】本発明の第６実施形態に係る楕円率の入射角特性を示す図。
【図２４】本発明の第７実施形態に係る表面プラズモンセンサの概略図。
【図２５】本発明の第７実施形態に係る楕円率の入射角特性を示す図。
【図２６】本発明の第８実施形態に係る表面プラズモンセンサの概略図。



(5) JP WO2012/102350 A1 2012.8.2

10

20

30

40

50

【図２７】本発明の第８実施形態に係る入射角－楕円の傾き角特性を示す図。
【図２８】本発明の第８実施形態に係る受光強度特性を示す図。
【図２９】本発明の第８実施形態に係る受光強度の測定方法を説明する図。
【図３０】本発明の第８実施形態に係る受光強度特性を示す図。
【図３１】本発明の第９実施形態に係る表面プラズモンセンサの概略図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
（第１実施形態）
　本発明の第１実施形態に係る表面プラズモンセンサ１を説明する。図１は、本実施形態
に係る表面プラズモンセンサ１の概略を示す図である。
　図１の表面プラズモンセンサ１は、周期構造を有する金属層１０を備える反射板１１と
、反射板１１上に入射光を照射する光源１２と、反射板で反射した反射光を受光する受光
部１３と、反射光の楕円率の変動から反射板１１上に配置された試料の屈折率ｎを測定す
る計測部１４と、を備える。
【００１２】
　各部の詳細を説明する。
　反射板１１は、例えばシリコン等の基板１５と、基板１５上に積層された例えばアルミ
ニウム等の金属層１０と、を有する。
【００１３】
　図２は、金属層１０の一例を示す図である。金属層１０の基板と対向する面には、光の
波長程度の間隔ｄで、凹凸形状が周期的に形成されている。金属層１０は、周期ｄの周期
構造を有する。この凹凸形状が繰り返し形成される方向を周期方向と称する。
【００１４】
　図２（ａ）に示すように、金属層１０の基板１５と接していない面に周期構造が形成さ
れており、かつ一方向（図２（ａ）ではｘ方向）に周期的に凹凸形状が形成された周期構
造を一次元周期構造と呼ぶ。この場合、周期方向は、ｘ方向となる。
【００１５】
　図２（ｂ）に示すように、金属層１０の基板１５と接していない面に周期構造が形成さ
れており、かつ二方向（図２（ｂ）ではｘ、ｙ方向）に周期的に凹凸形状が形成された周
期構造を二次元周期構造と呼ぶ。この場合、周期方向は、ｘ方向及びｙ方向となる。
【００１６】
　図２（ｃ）に示すように、金属層１０が、図２（ａ）、（ｂ）より薄い、例えば数ｎｍ
～数十ｎｍの金属薄膜で形成されている場合に、金属層１０の基板１５と接する面及びこ
れに対向する面の両面に周期構造が形成されており、かつ一方向（図２（ｃ）ではｘ方向
）に周期的に凹凸形状が形成された周期構造を一次元薄膜周期構造と呼ぶ。この場合、周
期方向は、ｘ方向となる。
【００１７】
　図２（ｄ）に示すように、金属層１０が、図２（ａ）、（ｂ）より薄い、例えば数ｎｍ
～数十ｎｍの金属薄膜で形成されている場合に、金属層１０の基板１５と接する面及びこ
れに対向する面の両面に周期構造が形成されており、かつ二方向（図２（ｄ）ではｘ、ｙ
方向）に周期的に凹凸形状が形成された周期構造を二次元薄膜周期構造と呼ぶ。この場合
、周期方向は、ｘ方向及びｙ方向となる。
【００１８】
　なお、図２（ｃ）、（ｄ）では、金属層１０の両面に周期構造を形成しているが、基板
１５と対向する片面のみに周期構造を形成してもよい。
【００１９】
　このように、凹凸形状が繰り返し形成される方向によって、金属層１０の表面には複数
の周期構造が形成され得る。本実施形態の金属層１０は、上述したどの周期構造を有して
いてもよいが、ここではｘ方向を周期方向とする一次元周期構造を有するものとして説明
する。
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【００２０】
　図３に示すように、反射板１１は、金属層１０の周期方向（ｘ方向）と、光源１２から
出射される入射光が入射する面Ｓ１（以下、入射面Ｓ１と呼ぶ。詳細は後述。）と、が直
交しないように斜めに配置される。このように、入射面Ｓ１と周期方向とが直交しないよ
うな反射板１１の配置をコニカルマウントと呼ぶ。入射面Ｓ１と周期方向とのなす角を方
位角φと呼ぶ。本実施形態の反射板１１は、φ≠０°，９０°となるように配置される。
入射光と０次回折光（以下、反射光と呼ぶ）の波数ベクトルは、入射面内に存在する。
【００２１】
　図１に戻る。
　反射板１１の上には屈折率ｎの測定対象となる試料１６や、試料１６の屈折率ｎ測定の
基準となる基準物質等が配置される。
【００２２】
　光源１２は、例えば半導体レーザや発光ダイオードなどの受光素子で構成される。光源
１２からはｐ波を有する入射光が照射される。光源１２は、入射光を照射する角度θ（以
下、入射角θと呼ぶ。図３を参照。）を変化させながら入射光を照射する。光源１２には
、入射角θを変動させるために必要な駆動装置（図示せず）を含む。なお、図示しない駆
動装置以外にも、例えばレーザダイオードアレイを用いるなどして光学的に入射角度を変
化させてもよい。
【００２３】
　受光部１３は、例えばフォトダイオードなどで構成される。受光部１３は、ｐ波及びｓ
波を有する反射光を受光する。受光部１３は、入射光の入射角θの変動に連動して反射光
を受光するための駆動装置を含む。なお、受光部１３もフォトダイオードアレイを用いる
などして光学的に受光部１３の反射光の反射角を変えるようにしてもよい。
【００２４】
　計測部１４は、受光部１３が受光した反射光の楕円率を測定し、楕円率の変動を測定す
る。計測部１４は、測定した楕円率の変動から、楕円率がゼロとなる入射角θ０（以下、
吸収角θ０と称する。）を測定する。計測部１４は、反射板１１に基準物質が配置された
場合の吸収角θ０と、試料１６が配置された場合の吸収角θ’０との差Δθ０（＝θ’０

－θ０）から試料１６の屈折率ｎを測定する。
【００２５】
　次に、試料１６の屈折率ｎを測定する方法を説明する。
　図４を用いて、受光部１３が受光する反射光について説明する。図４（ａ）に示すよう
に、反射光には入射面Ｓ１に対して平行なｐ波成分と、垂直なｓ波成分とに分けられる。
光を進行方向から見るとｐ波とｓ波との位相差δに応じて、光の電界ベクトルは、図４（
ｂ）のように楕円状に旋回しているように見える。このとき長軸の長さをａ、短軸の長さ
をｂとすると楕円率ｔａｎχは、ｔａｎχ＝ｂ／ａで求められる。また、光の電界ベクト
ルが成す楕円の長軸がｘ方向に対して成す角を楕円の傾き角ψと呼ぶことにする。
【００２６】
　ｐ波とｓ波との位相差δがゼロより小さい、即ちｐ波に比べｓ波が遅れている場合、図
５（ａ）に示すように、光は進行方向から見て楕円状に左旋回している。これを左楕円偏
光と呼ぶ。このときの楕円率ｔａｎχはゼロより小さくなる。
【００２７】
　ｐ波とｓ波との位相差δがゼロ、即ちｐ波及びｓ波の位相が同じ場合、図５（ｂ）に示
すように、光は進行方向から見て直線状に振動している。これを直線偏光と呼ぶ。このと
きの楕円率ｔａｎχはゼロとなる。
【００２８】
　ｐ波とｓ波との位相差δがゼロより大きい、即ちｐ波に比べｓ波が進んでいる場合、図
５（ｃ）に示すように、光は進行方向から見て楕円状に右旋回している。これを右楕円偏
光と呼ぶ。このときの楕円率ｔａｎχはゼロより大きくなる。
【００２９】
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　このように反射光の楕円率ｔａｎχは、ｐ波及びｓ波の位相に依存している。従って計
測部１４で反射光の楕円率ｔａｎχを測定することでｐ波及びｓ波の位相関係を知ること
ができる。
【００３０】
　図６に示すように、反射板１１をコニカルマウントとした場合、ｐ波の入射光を反射板
１１に入射すると、ｐ波及びｓ波の反射光が得られる。
【００３１】
　次に、図７を用いて反射板１１上に試料１６を配置した場合の反射光の楕円率（以下、
試料１６の楕円率と呼ぶ）の変動を測定する方法について説明する。本実施形態では、入
射光の入射角θを変更した場合の試料１６の楕円率の変動を計測する。
【００３２】
　反射板１１上に試料１６を配置し（Ｓ１０１）、入射角θ、波長λの入射光を光源１２
から照射する（Ｓ１０２）。光源１２は、ｐ波の入射光を照射する。
　受光部１３は、入射光が試料１６を介して反射板１１で反射した光（反射光）を受光す
る（Ｓ１０３）。
【００３３】
　計測部１４は、反射光から反射光の楕円率を測定する（Ｓ１０４）。
　光源１２は照射する入射光の入射角θを変更し、θ＋Δθとする（Ｓ１０５）。
【００３４】
　楕円率を測定したい範囲の入射角θ全てで楕円率ｔａｎχを測定していない場合（Ｓ１
０６のｎｏ）は、ステップＳ１０２に戻る。一方、測定したい入射角θの範囲全てで楕円
率ｔａｎχを測定した場合（Ｓ１０６のｙｅｓ）は、試料１６の楕円率変動測定を終了す
る。
【００３５】
　図８に、計測部１４が測定した各入射角θにおける楕円率ｔａｎχの変動のシミュレー
ション結果を示す。図８は、図７の楕円率変動測定のフローチャートに従って測定した試
料１６である空気のｔａｎχ－θ特性曲線を示す図である。ここでは、反射板１１として
ホログラフィックアルミ格子を用いている。格子の溝の深さをＨ＝７２ｎｍ、格子の周期
ｄをｄ＝５５６ｎｍ、方位角φをφ＝３０°、波長λをλ＝６７０ｎｍとし、入射角θを
３°＜θ＜１５°の範囲で変化させた。 
【００３６】
　図８に示すように、ｔａｎχ－θ特性曲線は、楕円率ｔａｎχがゼロとなる吸収角θ０

の前後で正から負へと変化する。
【００３７】
　次に、図９に、計測部１４が測定した各入射角θにおける位相δｐ、δｓ及び位相差δ
のシミュレーション結果を示す。ここでは、試料１６として空気を用い、反射板１１とし
てホログラフィックアルミ格子を用いている。格子の溝の深さをＨ＝７２ｎｍ、格子の周
期ｄを、ｄ＝５５６ｎｍ、方位角φをφ＝３０°、波長λをλ＝６７０ｎｍとし、入射角
θを１０°＜θ＜１５°の範囲で変化させた。
【００３８】
　図９の実線で示すグラフがｐ波の位相δｐの変化を示しており、一点破線で示すグラフ
がｓ波の位相δｓを示している。破線で示すグラフは、ｐ波とｓ波との位相差δ＝δｓ－
δｐを示している。
【００３９】
　反射光のｐ波の位相δｐは、入射角θが１３°から１４°の範囲で急激に変動し、ｓ波
の位相δｓは滑らかに変動している。図９のｐ波の位相δｐとｓ波の位相δｓとが交差す
る入射角θがｐ波とｓ波との位相差δがゼロとなる入射角θであり、楕円率ｔａｎχがゼ
ロとなる吸収角θ０である。反射光の位相差δは、吸収角θ０の前後で正から負、又は負
から正へと変化する。つまり、反射光の楕円率ｔａｎχは、吸収角θ０の前後で正から負
、又は負から正へと変化する。従って、ｔａｎχを測定することで位相差δがゼロとなる



(8) JP WO2012/102350 A1 2012.8.2

10

20

30

40

50

吸収角θ０を測定することができる。
【００４０】
　図１０は、計測部１４が測定した反射率ρのシミュレーション結果を示す図である。破
線で示すグラフがｐ波の反射率ρｐを示しており、一点破線で示すグラフがｓ波の反射率
ρｓを示している。実線で示すグラフは、ｐ波及びｓ波の反射率ρｓ、ρｐを合わせた反
射光の反射率ρを示している。
【００４１】
　図１０に示すように、反射光の反射率ρが最も小さくなる入射角が吸収角θｓｐとなる
。一般に反射光の反射率ρを用いて屈折率ｎの測定を行う表面プラズモンセンサは、入射
角を変動させながらｐ波の反射率ρの変動を測定し、最小点検出を行うことで吸収角θｓ

ｐを測定する。一方、本実施形態に係る表面プラズモンセンサ１では、反射率ρの変動で
はなく楕円率ｔａｎχの変動を測定し、楕円率ｔａｎχがゼロになるゼロ点検出を行うこ
とで吸収角θ０を測定する。楕円率ｔａｎχの吸収角θ０と反射率ρの吸収角θｓｐは、
必ずしも同じ値となるわけではないが、非常に近い値となるため本実施形態に係る表面プ
ラズモンセンサ１では、反射率ρの吸収角θｓｐではなく楕円率ｔａｎχの吸収角θ０を
用いて試料１６の屈折率ｎを測定する。
【００４２】
　次に、図１１、図１２を用いて本実施形態に係る表面プラズモンセンサ１が高精度に屈
折率ｎを測定できる点について説明する。屈折率ｎがそれぞれ「１．０００２」、「１．
０００３」、「１．０００４」である試料１６の反射光の楕円率ｔａｎχの入射角特性を
図１１に、反射率ρの入射角特性を図１２に示す。図１１、図１２ともにシミュレーショ
ン結果を示す図である。なお、図１１、図１２ともに吸収角θ０、θｓｐ付近の入射角特
性を拡大して示している。図１１、図１２の実線が屈折率「１．０００２」、一点破線が
「１．０００３」、破線が「１．０００４」の入射角特性を示している。
【００４３】
　図１１では、各屈折率ｎの入射角特性が略線形となっている。楕円率ｔａｎχがゼロに
なる入射角であるため、楕円率ｔａｎχの吸収角θ０は、各入射角特性のゼロ点検出を行
うことで測定できる。ゼロ点検出は容易にかつ高精度に測定できる。図１１の各屈折率ｎ
における吸収角θ０は、屈折率「１．０００２」で吸収角θ０＝１１．３４９°、屈折率
「１．０００３」で吸収角θ０＝１１．３４２°、屈折率「１．０００４」で吸収角θ０

＝１１．３３４°となる。
【００４４】
　一方、図１２では、各屈折率ｎの入射角特性が下に凸の緩やかなカーブを描く非線形と
なっている。反射率ρの吸収角θｓｐは、反射率ρが最小となる入射角であるため、各入
射角特性の最小点検出を行えば反射率ρの吸収角θｓｐは測定できる。しかしながら各屈
折率ｎの差が小さく、かつ入射角特性のＱ値が小さい場合、図１２に示すように最小点が
重なっているようにみえ、吸収角θｓｐを高精度に測定することが難しい。
【００４５】
　上述したように楕円率ｔａｎχの入射角特性は吸収角θ０付近で略線形となるため、各
屈折率ｎの差が小さくても、その差を吸収角θ０の差として検出できる。
【００４６】
　そこで、本実施形態の表面プラズモンセンサ１では、まず試料１６として屈折率ｎｓが
既知である基準物質を反射板１１上に配置し、図７に示す手順に従って反射光の楕円率ｔ
ａｎχの変動を測定し、吸収角θ０を測定する。
　次に、反射板１１に屈折率ｎを測定したい試料１６を配置し、基準物質と同様の手順に
従って楕円率ｔａｎχがゼロとなる吸収角θ’０を測定する。
　測定した吸収角の差Δθ０（＝θ’０－θ０）から基準物質の屈折率ｎｓと、試料１６
の屈折率ｎの差Δｎ（＝ｎ－ｎｓ）を測定する。
【００４７】
　なお、上述した測定方法では、基準物質の吸収角θ０を測定しているが、基準物質の屈



(9) JP WO2012/102350 A1 2012.8.2

10

20

30

40

50

折率ｎｓ及び吸収角θ０が既知の場合は測定を省略してもよい。
【００４８】
　計測部１４は、入射角θを反射光の楕円率ｔａｎχを測定する毎に光源１２から取得し
てもよく、楕円率ｔａｎχがゼロになった時の入射角θを光源１２から取得するようにし
てもよい。あるいは、計測部１４は、入射角θの範囲と入射角の変化分（ステップＳ１０
５のΔθ）から楕円率ｔａｎχを測定した時の入射角を求めるようにしてもよい。このよ
うに、計測部１４が光源１２を制御し上述した屈折率ｎの測定方法を実行するようにして
もよく、図示しない制御部を設け、制御部によって各部を制御するようにしてもよい。
【００４９】
　以上のように、本実施形態に係る表面プラズモンセンサ１は、楕円率ｔａｎχの変動、
具体的には楕円率ｔａｎχがゼロとなる吸収角θ０から試料１６の屈折率ｎを測定する。
楕円率ｔａｎχの入射角特性は、吸収角θ０付近で略線形となるため、楕円率ｔａｎχが
ゼロとなる吸収角θ０はゼロ点検出を行えば測定できるため、最小点検出のような複雑な
検出が不要となり、吸収角θ０を容易かつ高精度に測定することができる。そのため、例
えば気体のように屈折率ｎの差が微小な物質でも屈折率ｎを測定することができる。
【００５０】
（第２実施形態）
　本発明の第２実施形態に係る表面プラズモンセンサ２を説明する。図１３は表面プラズ
モンセンサ２の概略を示す図である。本実施形態に係る表面プラズモンセンサ２は反射板
２１の金属層２０が図２（ｃ）に示す一次元薄膜周期構造を有している点及び基板２５側
から入射光を入射している点で図１の表面プラズモンセンサ１と異なる。
【００５１】
　反射板２１は、シリコン基板のように光を透過する基板２５と、一次元薄膜周期構造を
有する金属層２０とを有する。反射板２１は、光源１２に近い方から基板２５、金属層２
０との順に積層されており、金属層２０の基板２５と対向する面上に試料１６が配置され
る。
【００５２】
　これ以外の構成及び屈折率の測定方法は、第１実施形態に係る表面プラズモンセンサ１
と同じであるため説明を省略する。なお、本実施形態の金属層２０は、両面に周期構造を
有しているが、試料１６が配置される面のみに周期構造を有するようにしてもよい。
【００５３】
　以上のように、本実施形態に係る表面プラズモンセンサ２は、光源１２と反射板２１と
の間に試料１６を配置できない場合であっても、第１実施形態と同様に試料１６の屈折率
ｎを測定することができる。
【００５４】
（第３実施形態）
　本発明の第３実施形態に係る表面プラズモンセンサ３を説明する。図１４は、表面プラ
ズモンセンサ３の概略を示す図である。本実施形態に係る表面プラズモンセンサ３は、入
射角θ及び波長λを一定とし、反射板３１の方位角φを変動させながら楕円率ｔａｎχの
変動を測定する点で図１の表面プラズモンセンサ１と異なる。
【００５５】
　反射板３１は、図示しない駆動装置を有しており、方位角φが変動するよう回転する。
　計測部３４は、受光部１３が受光した反射光の楕円率の変動を測定する。計測部３４は
、測定した楕円率がゼロとなる方位角φ０（以下、吸収方位角φ０と称する。）を測定す
る。計測部３４は、反射板１１上に基準物質が配置された場合の吸収方位角φ０と、試料
１６が配置された場合の吸収方位角φ’０との差Δφ０（＝φ’０－φ０）から試料１６
と基準物質との屈折率の差Δｎを測定する。
　そのほかの構成は図１に示す表面プラズモンセンサ１と同様であるため説明を省略する
。
【００５６】
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　図１５を用いて反射板３１の方位角φを変化させる場合の反射光の楕円率ｔａｎχの変
動を測定する方法を説明する。ステップＳ１０４までは図７と同じであるため説明を省略
する。
【００５７】
　反射光から楕円率ｔａｎχを測定すると、反射板３１は方位角φを変更し、φ＋Δφと
する（Ｓ３０５）。楕円率の変動を測定する全ての方位角φで楕円率ｔａｎχを測定して
いない場合（Ｓ３０６のｎｏ）は、ステップＳ１０２に戻る。一方、全ての方位角φで楕
円率ｔａｎχを測定した場合（Ｓ３０６のｙｅｓ）は、試料１６の測定を終了する。
【００５８】
　図１６を用いて本実施形態に係る表面プラズモンセンサ３が屈折率ｎを測定できる点に
ついて説明する。図１６に、屈折率ｎがそれぞれ「１．０００３」、「１．０００３９」
、「１．０００１」である試料１６における反射光の楕円率ｔａｎχの方位角特性を示す
。実線が屈折率「１．０００１」、破線が「１．０００３」、一点鎖線が「１．０００３
９」の方位角特性を示している。なお、図１６では、入射角θをθ＝１１．３°とし、波
長
λをλ＝６７０ｎｍとした場合の空気の楕円率ｔａｎχの変動を計測したシミュレーショ
ン結果を示している。
【００５９】
　図１６では、各屈折率ｎの方位角特性が略線形となっている。そのため、第１実施形態
の入射角特性と同様に方位角特性を用いても楕円率ｔａｎχがゼロとなる吸収方位角φ０

を容易にかつ高精度に測定することができる。
【００６０】
　本実施形態に係る表面プラズモンセンサ３では、まず、屈折率ｎｓが既知である基準物
質を反射板３１上に配置し、図１５に示す手順に従い方位角を変化させた場合の楕円率ｔ
ａｎχの変動を測定し、楕円率ｔａｎχがゼロとなる吸収方位角φ０を測定する。
　次に、反射板３１に屈折率ｎを測定したい試料１６を配置し、基準物質と同様の手順に
従って楕円率ｔａｎχがゼロとなる吸収方位角φ’０を測定する。
　測定した吸収方位角の差Δφ０（＝φ’０－φ０）から基準物質の屈折率ｎｓと、試料
１６の屈折率ｎの差Δｎ（＝ｎ－ｎｓ）を測定する。
【００６１】
　なお、上述した測定方法では、基準物質の吸収方位角φ０を測定しているが、基準物質
の屈折率ｎｓ及び吸収方位角φ０が既知の場合は測定を省略してもよい。
【００６２】
　計測部３４は、反射板３１の方位角φを、反射光の楕円率ｔａｎχを測定する毎に反射
板３１から取得してもよく、楕円率ｔａｎχがゼロになった時の方位角φを反射板３１か
ら取得するようにしてもよい。あるいは、計測部３４は、方位角φの範囲と方位角φの変
化分（ステップＳ３０５のΔφ）から楕円率ｔａｎχを測定した時の方位角φを求めるよ
うにしてもよい。このように、計測部３４が反射板３１を制御し上述した屈折率ｎの測定
方法を実行するようにしてもよく、図示しない制御部を設け、該制御部によって各部を制
御するようにしてもよい。
【００６３】
　以上のように、本実施形態に係る表面プラズモンセンサ３によると、入射角θを一定と
しても方位角φを変動させると楕円率が変動するため、入射角θを変動させずに試料１６
の屈折率ｎを容易にかつ高精度に測定することができる。
【００６４】
（第４実施形態）
　本発明の第４実施形態に係る表面プラズモンセンサ４を説明する。図１７は、表面プラ
ズモンセンサ４の概略を示す図である。本実施形態に係る表面プラズモンセンサ４は、入
射角θ及び方位角φを一定とし、入射光の波長λを変動させながら楕円率ｔａｎχの変動
を測定する点で図１の表面プラズモンセンサ１と異なる。
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【００６５】
　光源４２は、例えば半導体レーザで構成される。半導体レーザは、図示しない制御部か
ら制御信号が入力されることで、入射光の波長を変更することが可能である。光源４２が
該制御部を備える構成としてもよい。光源４２は、入射光の波長λを変化させながら入射
光を照射する。
【００６６】
　計測部４４は、受光部１３が受光した反射光の楕円率の変動を測定する。計測部４４は
、測定した楕円率がゼロとなる波長λ０（以下、吸収波長λ０と称する。）を測定する。
計測部４４は、反射板１１上に基準物質が配置された場合の吸収波長λ０と、試料１６が
配置された場合の吸収波長λ’０との差Δλ０（＝λ’０－λ０）から試料１６と基準物
質との屈折率の差Δｎを測定する。
　そのほかの構成は図１に示す表面プラズモンセンサ１と同様であるため説明を省略する
。
【００６７】
　図１８を用いて入射光の波長λを変化させる場合の反射光の楕円率ｔａｎχの変動を測
定する方法を説明する。ステップＳ１０４までは図７と同じであるため説明を省略する。
【００６８】
　反射光から楕円率ｔａｎχを測定すると、光源４２は照射する波長λを変更し、λ＋Δ
λとする（Ｓ４０５）。楕円率の変動を測定する全ての波長で楕円率ｔａｎχを測定して
いない場合（Ｓ４０６のｎｏ）は、ステップＳ１０２に戻る。一方、全ての波長で楕円率
ｔａｎχを測定した場合（Ｓ４０６のｙｅｓ）は、試料１６の測定を終了する。
【００６９】
　図１９を用いて本実施形態に係る表面プラズモンセンサ４が屈折率ｎを測定できる点に
ついて説明する。図１９に、屈折率ｎがそれぞれ「１．０００３」、「１．０００３９」
、「１．０００１」である試料１６における反射光の楕円率ｔａｎχの波長特性を示す。
破線が屈折率「１．０００１」、実線が「１．０００３」、一点破線が「１．０００３９
」の波長特性を示している。図１９では、入射角θをθ＝１１．１９３°とし、方位角φ
をφ＝５°とした場合の空気の楕円率ｔａｎχの変動を計測したシミュレーション結果を
示している。
【００７０】
　図１９では、各屈折率ｎの波長特性が略線形となっている。そのため、第１実施形態の
入射角特性と同様に波長特性を用いても楕円率ｔａｎχがゼロとなる吸収波長λ０を容易
にかつ高精度に測定することができる。
【００７１】
　本実施形態に係る表面プラズモンセンサ４では、まず、屈折率ｎｓが既知である基準物
質を反射板１１上に配置し、図１８に示す手順に従い波長を変化させた場合の楕円率ｔａ
ｎχの変動を測定し、楕円率ｔａｎχがゼロとなる吸収波長λ０を測定する。
　次に、反射板１１に屈折率ｎを測定したい試料１６を配置し、基準物質と同様の手順に
従って楕円率ｔａｎχがゼロとなる吸収波長λ’０を測定する。
　測定した吸収波長の差Δλ０（＝λ’０－λ０）から基準物質の屈折率ｎｓと、試料１
６の屈折率ｎの差Δｎ（＝ｎ－ｎｓ）を測定する。
【００７２】
　なお、上述した測定方法では、基準物質の吸収波長λ０を測定しているが、基準物質の
屈折率ｎｓ及び吸収波長λ０が既知の場合は測定を省略してもよい。
【００７３】
　計測部４４は、入射光の波長λを、反射光の楕円率ｔａｎχを測定する毎に光源４２か
ら取得してもよく、楕円率ｔａｎχがゼロになった時の波長λを光源４２から取得するよ
うにしてもよい。あるいは、計測部４４は、波長λの範囲と波長λの変化分（ステップＳ
４０５のΔλ）から楕円率ｔａｎχを測定した時の波長λを求めるようにしてもよい。こ
のように、計測部４４が光源４２を制御し上述した屈折率ｎの測定方法を実行するように
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してもよく、図示しない制御部を設け、該制御部によって各部を制御するようにしてもよ
い。
【００７４】
　以上のように、本実施形態に係る表面プラズモンセンサ４によると、入射角θを一定と
しても波長λを変動させると楕円率が変動するため、入射角θを変動させずに試料１６の
屈折率ｎを容易にかつ高精度に測定することができる。入射角θを変動させる必要がない
ため、光源４２に駆動装置が不要となり、表面プラズモンセンサ４を小型化することがで
きる。
【００７５】
（第５実施形態）
　図２０を用いて第５実施形態に係る表面プラズモンセンサ５を説明する。本実施形態に
係る表面プラズモンセンサ５は、計測部５４が計測する楕円率ｔａｎχに基づいて光源５
２が照射する入射光の波長λを制御する制御部５７を備える。
【００７６】
　光源５２は、制御部５７から入力される制御信号に基づき、半導体レーザ（図示せず）
を制御し、波長λの入射光を照射する。計測部５４は、受光部１３が受光した反射光から
楕円率ｔａｎχを測定する。計測部５４は、楕円率ｔａｎχを制御部５７に出力する。
【００７７】
　制御部５７は、計測部５４から入力された楕円率ｔａｎχに基づき、光源５２から楕円
率ｔａｎχがゼロとなる波長λの入射光が照射されるように制御信号を生成する。制御部
５７は、制御信号を光源５２に出力する。なお計測部５４から制御部５７に入力される情
報は、楕円率ｔａｎχそのものでなくとも、制御部５７が楕円率ｔａｎχがゼロか否かを
識別することができる情報であればよい。計測部５４から制御部５７に対しては、例えば
ｐ波とｓ波との位相差δやどちらの位相が進んでいるのかといった情報を入力してもよい
。
【００７８】
　図２１を用いて本実施形態における楕円率ｔａｎχの変動を測定する方法を説明する。
ステップＳ１０４までは図７と同じであるため説明を省略する。
【００７９】
　計測部５４は、楕円率ｔａｎχを測定（ステップＳ１０４）し、制御部５７に測定した
楕円率ｔａｎχを出力する。
　制御部５７は、楕円率ｔａｎχがゼロでない場合（ステップＳ５０６のｎｏ）、波長λ
を変更しλ＋Δλとなるよう制御信号を生成する（ステップＳ５０７）。制御部５７は、
制御信号を光源５２に渡すとステップＳ１０２に戻る。一方、楕円率がゼロの場合（ステ
ップＳ５０６のｙｅｓ）、楕円率変動測定を終了する。
【００８０】
　図１９に示すように、吸収波長λ０付近の楕円率ｔａｎχの波長特性が、正の傾きを持
つ略線形となっている場合に、ステップＳ５０７で波長λを変更するときは、楕円率ｔａ
ｎχが正の場合は波長λを短くするように、負の場合は長くするように変更してもよい。
なお、楕円率ｔａｎχの波長特性は、吸収波長λ０付近で負の傾きを持つ略線形となる場
合もある。この場合は、楕円率ｔａｎχが負の場合は波長λを短くするように、正の場合
は長くするように変更すればよい。
【００８１】
　このように楕円率ｔａｎχに応じて波長λを変更することで楕円率変動測定の繰り返し
ステップ数を短くすることができる。
【００８２】
　本実施形態に係る表面プラズモンセンサ５では、まず、屈折率ｎｓが既知である基準物
質を反射板１１上に配置し、図２１に示す手順に従い波長を変化させた場合の楕円率ｔａ
ｎχの変動を測定し、楕円率ｔａｎχがゼロとなる吸収波長λ０を測定する。
　次に、反射板１１に屈折率ｎを測定したい試料１６を配置し、基準物質と同様の手順に
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従って楕円率ｔａｎχがゼロとなる吸収波長λ’０を測定する。吸収波長λ０、λ’０か
ら第４実施形態と同様に試料１６の屈折率ｎを測定する。
【００８３】
　なお、屈折率ｎの測定は、第４実施形態と同様に計測部５４が行ってもよく、また制御
部５７が行ってもよい。制御部５７が計測部５４の機能を備えるように構成し、計測部５
４を省略してもよい。
【００８４】
　以上のように、第５実施形態に係る表面プラズモンセンサ５によれば、計測部５４が楕
円率ｔａｎχをフィードバックすることにより、測定した楕円率ｔａｎχに応じて光源５
２の波長λを変更できるようになる。これにより、吸収波長λ０の測定を短時間で行うこ
とができるようになり、試料１６の屈折率測定時間を短縮することができる。
【００８５】
　なお、ここでは測定した楕円率ｔａｎχに応じて光源５２の波長λを変更しているが、
波長λの代わりに入射角θを変更し、吸収角θ０を測定するようにしてもよく、方位角φ
を変更し、吸収方位角φ０を測定するようにしてもよい。なお、方位角φを変更する場合
、制御部５７は、光源５２ではなく反射板１１を制御する。
【００８６】
（第６実施形態）
　図２２を用いて第６実施形態に係る表面プラズモンセンサ６を説明する。
　本実施形態に係る表面プラズモンセンサ６は、計測部６４での屈折率ｎの測定方法が第
４実施形態に係る表面プラズモンセンサ５と異なる。それ以外の構成は同じであるため説
明は省略する。
【００８７】
　まず、基準物質の吸収波長λ０を測定する。これは第５実施形態と同様に測定するので
説明を省略する。次に、屈折率ｎを測定したい試料１６を反射板１１上に配置し、光源５
２から波長λが基準物質の吸収波長λ０である入射光を照射する。計測部６４は、受光部
１３が受光した反射光の楕円率ｔａｎχを測定する。
【００８８】
　図２３に示すように、反射板１１上に配置した試料１６の屈折率がｎｓからｎｓ＋Δｎ
に変化すると、楕円率ｔａｎχの入射角特性もθ＋Δθ変化する。第１実施形態のように
、楕円率ｔａｎχがゼロになる吸収角θ０の変化Δθを測定することで、屈折率ｎｓの変
化Δｎを計測してもよいが、一定の波長λ０及び入射角θ０における楕円率ｔａｎχの変
化（図２３中の矢印）を測定することで、屈折率ｎｓの変化Δｎを計測してもよい。ただ
し、試料１６の楕円率ｔａｎχは、楕円率ｔａｎχの入射角特性の直線部分であるｔａｎ
Χ－からｔａｎΧ＋の範囲にあるものとする。
【００８９】
　そこで、本実施形態では、計測部６４は、一定の入射角θで基準物質の楕円率ｔａｎχ
がゼロとなる波長λ０を測定し、該入射角θ及び波長λ０で試料１６の楕円率ｔａｎΧを
測定する。計測部６４は、測定した試料１６の楕円率ｔａｎΧから試料１６の屈折率ｎの
変化Δｎを測定する。
【００９０】
　なお、ここでは入射角を一定とし、波長λを変化させることで基準物質の楕円率ｔａｎ
χがゼロとなる波長λ０を測定したが、波長を一定とし、入射角θを変化させることで、
基準物質の楕円率ｔａｎχがゼロとなる入射角θ０及び波長λで試料１６の楕円率ｔａｎ
χを測定してもよい。また、波長λ、入射角θを一定とし、方位角φを変化させることで
基準物質の楕円率ｔａｎχがゼロとなる入射角θ及び方位角φ０で試料１６の楕円率ｔａ
ｎχを測定してもよい。
【００９１】
　以上のように、本実施形態に係る表面プラズモンセンサ６では、試料１６の屈折率変化
に伴う楕円率ｔａｎχの入射角特性の直線部分の変化を利用して試料１６の屈折率ｎを測
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定するため、試料１６の楕円率測定回数が１回で済む。これにより、計測時間を大幅に短
縮することができる。また、図２３に示すように、楕円率ｔａｎχの入射角特性は楕円率
ｔａｎχがゼロとなる付近で急峻となるため、屈折率のわずかな差が楕円率ｔａｎχの大
きな変化となって現れやすい。従って、例えば気体のような屈折率ｎの差が小さい物質で
あってもより高精度に屈折率ｎを測定することができる。
【００９２】
　また、屈折率ｎを測定したい試料１６の楕円率ｔａｎχの測定回数が１回で済むため、
実験の再現性が良くなり、試料気体の違いによりｔａｎχの値が変わるため、さらに高精
度に屈折率ｎを測定することができる。
【００９３】
（第７実施形態）
　図２４を用いて第７実施形態に係る表面プラズモンセンサ７を説明する。
　本実施形態に係る表面プラズモンセンサ７は、反射板７１を調整することで屈折率ｎの
測定感度を向上させている点で表面プラズモンセンサ１と異なる。それ以外の構成は同じ
であるため説明を省略する。
【００９４】
　図２５に、反射板７１の方位角φ及び格子の溝の形状（ここでは、溝の深さＨ）を変化
させた場合の楕円率ｔａｎχの入射角特性を示す。図２５は、試料１６として空気を用い
た場合のシミュレーション結果を示す図である。楕円率ｔａｎχの変動を測定する方法は
、図７と同じである。
【００９５】
　図２５に示すように、反射板７１の方位角φ及び溝の形状（ここでは溝の深さＨ）を変
化させることで、吸収角θ０付近の楕円率ｔａｎχの傾きが変化していることがわかる。
吸収角θ０は楕円率ｔａｎχの傾きが大きい方が高精度に求まる。そこで、本実施形態に
係る表面プラズモンセンサ７では、反射板７１の方位角φ及び溝の形状（例えば溝の深さ
Ｈ）を調整することで、吸収角θ０付近の楕円率ｔａｎχの傾きが最も大きくなるように
して楕円率ｔａｎχの変動を測定する。
【００９６】
　反射板７１の調整方法としては、反射板７１の方位角φ及び溝の形状を変化させながら
楕円率ｔａｎχの入射角特性を測定し、吸収角θ０付近の楕円率ｔａｎχの傾きが最も大
きくなる反射板７１の方位角φ及び溝の形状を決定してもよい。
【００９７】
　また、吸収角θ０の前後で反射光のp波とｓ波の位相差δを±９０°，反射率を同じ（
ρｓ＝ρｐ）になるように溝の形状と方位角φを選べば、楕円率ｔａｎχが±１に近づき
、楕円率ｔａｎχの吸収角θ０の前後の傾きが大きくなる。従って、溝の形状と方位角φ
を変化させながら、反射光のp波とｓ波の位相差δや反射率を測定し、吸収角θ０付近の
楕円率ｔａｎχの傾きが最も大きくなる反射板７１の方位角φ及び溝の形状を決定しても
よい。なお、反射板７１の調整は、屈折率ｎを測定する前に１度行えば十分である。
【００９８】
　以上のように、本実施形態に係る表面プラズモンセンサ７は、屈折率ｎを測定する前に
反射板７１を調整することで、吸収角θ０付近の楕円率ｔａｎχの傾きを大きくすること
ができる。これにより、吸収角θ０を高精度に測定することができ、屈折率ｎの測定感度
を向上させることができる。
【００９９】
　ここでは、表面プラズモンセンサ１の反射板を調整するようにしているが、表面プラズ
モンセンサ２、４～６の反射板を同様に調整することで屈折率ｎの測定感度を向上させる
ようにしてもよい。また、表面プラズモンセンサ３の反射板の溝の形状を調整し吸収角θ

０付近の楕円率ｔａｎχの傾きを大きくし、吸収角θ０の測定感度を向上させるようにし
てもよい。
【０１００】
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（第８実施形態）： 
　本発明の第８実施形態に係る表面プラズモンセンサ８を説明する。図２６は、表面プラ
ズモンセンサ８の概略を示す図である。本実施形態に係る表面プラズモンセンサ８は、上
述した楕円率ｔａｎχ算出の元となる位相情報に基づいて屈折率を測定する点で上述した
各実施形態に係る表面プラズモンセンサと異なる。
【０１０１】
　上述した図９を参照して説明したように、反射光のｐ波の位相δｐ及びｓ波の位相δｓ

は、吸収角θ０の前後で正から負、又は負から正へと変化し、反射光の位相差δも、吸収
角θ０の前後で正から負、又は負から正へと変化する。上述した例では、この特性を利用
して吸収角θ０を測定するにあたり、楕円率ｔａｎχを測定することで位相差δがゼロと
なる入射角を吸収角θ０に特定していた。
【０１０２】
　これに対し、本第８実施形態では、偏光板を用いることで反射光のｐ波とｓ波の位相差
δに相当する値を測定し、位相差δがゼロとなる入射角（吸収角θ０）を測定することが
できる。これにより、楕円率ｔａｎχの測定を行わずに吸収角θ０を特定し、ひいては屈
折率ｎを特定することができる。すなわち、楕円率ｔａｎχを測定するポラリメータ等の
機器が不要となる。
【０１０３】
　図２６において、表面プラズモンセンサ８は、スプリッタ８７と、偏光板８８ａ，８８
ｂと、２つの受光部８３ａ，８３ｂを備えている。なお、その他の構成は図１に示す表面
プラズモンセンサ１と同様であるため説明を省略する。
　スプリッタ８７は、反射板１１が反射する反射光の経路上に配置されており、反射光の
光束を２つに分割し、一方の光束を受光部８３ａへ入射させ、他方の光束を受光部８３ｂ
へ入射させる。
【０１０４】
　偏光板８８ａは、スプリッタ８７にて分割された一方の光束の経路上に配置されており
、この光束の中の特定方向に偏光した成分を選択的に通過させる。偏光板８８ｂは、スプ
リッタ８７にて分割された他方の光束の経路上に配置されており、この光束の中の特定方
向に偏光した成分を選択的に通過させる。これにより、受光部８３ａ，８３ｂは、特定方
向に偏光した反射光をそれぞれ受光する。
【０１０５】
　偏光板８８ａと偏光板８８ｂは、異なる方向に偏光した成分を通過させるように透過軸
の方向を調整されている。例えば、後述の図２８や図３０に示す例では、偏光板８８ａは
、反射光の楕円の傾き角ψと同じ向きに偏光した光を選択的に通過させるように調整し、
偏光板８８ｂは、反射光の楕円の傾き角ψと直交する向きに偏光した光を選択的に通過さ
せるように調整する。このように、楕円の傾き角が９０°異なる光を各偏光板が選択的に
通過することで、反射光の位相差δの増減を測定することができる。
【０１０６】
　換言すると、偏光板８８ａ，８８ｂの少なくとも一方が、反射光の楕円の傾き角ψの向
きと直交する方向に偏光した光の一部を通過可能に調整されていればよい。これにより、
少なくとも一方の受光部が反射光の位相差δの増減傾向を測定することとなり、計測部８
４は、位相差δが０になる吸収角θ０を測定することができる。
【０１０７】
　計測部８４は、偏光板８８ａ，８８ｂを介して受光部８３ａ，８３ｂが受光した反射光
の強度変動を測定する。そして、計測部８４は、反射光の強度変動に基づいて吸収角θ０

を測定することができる。
【０１０８】
　ここで、本実施形態における吸収角θ０の測定方法について説明する。
　図２７は、入射角θと楕円の傾き角ψの関係を示す図である。同図には、各入射角θに
おける楕円の傾き角ψの変動をシミュレーションした結果を示してある。ここでは、反射
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板１１としてホログラフィックアルミ格子を用いている。格子の溝の深さをＨ＝７２ｎｍ
、格子の周期ｄをｄ＝５５６ｎｍ、方位角φをφ＝３０°、波長λをλ＝６７０ｎｍとし
、入射角θを３°＜θ＜１５°の範囲で変化させた。同図に示すように、楕円の傾き角ψ
は吸収角θ０を中心とするピークを有している。
【０１０９】
　同図において、θ１は楕円の傾き角ψ＝３０°における入射角を表し、θ２は楕円の傾
き角ψ＝７０°における入射角を表す。入射角θ１，θ２は吸収角θ０からずれているが
、吸収角θ０から数°の範囲内にある。
【０１１０】
　図２８は、入射光の楕円の傾き角ψを３０°として計測部８４が測定した受光強度を示
すシミュレーション結果を示す図である。ここでは、反射板１１としてホログラフィック
アルミ格子を用いている。格子の溝の深さをＨ＝７２ｎｍ、格子の周期ｄをｄ＝５５６ｎ
ｍ、方位角φをφ＝３０°、波長λをλ＝６７０ｎｍとし、入射角θを３°＜θ＜１５°
の範囲で変化させた。同図において、受光部８３ａの受光強度Ｅａを一点鎖線で示し、受
光部８３ｂの受光強度Ｅｂを二点鎖線で示し、受光強度の差分Ｅａ－Ｅｂを点線で示して
ある。
【０１１１】
　受光強度Ｅａ，Ｅｂや差分Ｅａ－Ｅｂは、入射角θ１を略中心とする所定範囲において
線形的に変化している。そこで、この所定範囲における線形的な変化を基準試料にて測定
、又はシミュレーションし、その測定結果又はシミュレーション結果を校正データとして
用いることにより、屈折率ｎの変動に伴う入射角θ１の変動を測定することができる。
【０１１２】
　図２９は、本実施形態に係る屈折率ｎの測定手順を示すフローチャートである。同図に
示す測定方法においては、反射板１１上に試料１６を配置した場合の試料１６からの反射
光の強度（以下、反射光強度Ｉと呼ぶ。）の変動を測定する。
【０１１３】
　まず、反射板１１上に試料１６を配置し（Ｓ２０１）、入射角θ、波長λの入射光を光
源１２から照射する（Ｓ２０２）。ここでは、光源１２は、ｐ波の入射光を照射する。こ
の入射光の入射角θは、上述した入射角θ１を略中心とする所定範囲内の角度である。
　受光部８３ａ，８３ｂは、入射光が試料１６を介して反射板１１にて反射された反射光
を受光する（Ｓ２０３）。
【０１１４】
　計測部８４は、反射光から反射光強度Ｉを測定する（Ｓ２０４）。
　このようにして測定された反射光強度Ｉに基づいて、計測部８４は、上述した校正デー
タを参照しつつ反射光強度Ｉの校正データからの変動量ΔＩを特定する。そして、計測部
８４は、変動量ΔＩに基づいて基準物質の屈折率ｎｓと試料１６の屈折率の差Δｎ（＝ｎ
－ｎｓ）を測定する。
【０１１５】
　なお、入射光の楕円の傾き角ψは３０°に限るものではなく、楕円の傾き角ψの取り得
る角度の範囲内であれば様々に設定することができる。例えば、図３０は、入射光の楕円
の傾き角ψを７０°として計測部８４が測定した受光強度を示すシミュレーション結果を
示す図である。ここでは、反射板１１としてホログラフィックアルミ格子を用いている。
格子の溝の深さをＨ＝７２ｎｍ、格子の周期ｄをｄ＝５５６ｎｍ、方位角φをφ＝３０°
、波長λをλ＝６７０ｎｍとし、入射角θを３°＜θ＜１５°の範囲で変化させた。
【０１１６】
　図３０において、受光部８３ａの受光強度Ｅａを一点鎖線で示し、受光部８３ｂの受光
強度Ｅｂを二点鎖線で示し、受光強度の差分Ｅａ－Ｅｂを点線で示してある。同図におい
ても、受光強度Ｅａ，Ｅｂや差分Ｅａ－Ｅｂは、入射角θ２を略中心とする所定範囲にお
いて線形的に変化しているため、この所定範囲の校正データを用いることにより入射角θ

２の変動を測定することができる。
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【０１１７】
　以上のように、第８実施形態に係る表面プラズモンセンサ８は、偏光板を用いて得られ
る位相差δに相当する値を用いて屈折率ｎを測定することができる。すなわち、楕円率ｔ
ａｎχの測定が不要であるため、ポラリメータ等のように楕円率ｔａｎχを測定する高価
且つ複雑な機器を用いること無く、屈折率ｎを測定することができる。
【０１１８】
（第９実施形態） 
　本発明の第９実施形態に係る表面プラズモンセンサ９を説明する。図３１は、表面プラ
ズモンセンサ９の概略を示す図である。本実施形態に係る表面プラズモンセンサ９は、ス
プリッタを備えず、偏光板と受光部を１つずつ備える点で、上述した第８実施形態に係る
表面プラズモンセンサ８と異なる。
【０１１９】
　図３１において、表面プラズモンセンサ９は、偏光板９８と受光部９３を備える。偏光
板９８は、反射光の経路上に配置されており、この反射光の中の特定方向に偏光した成分
を選択的に通過させる。偏光板９８は、これにより、受光部９３は、特定方向に偏光した
反射光を受光する。
【０１２０】
　計測部９４は、偏光板９８を介して受光部９３が受光した反射光の強度変動を測定する
ことができる。そして、計測部９４は、反射光の強度変動に基づいて入射角（吸収角θ０

）を測定することができる。そのほかの構成は図２６に示す表面プラズモンセンサ８と同
様であるため説明を省略する。また、屈折率ｎの測定方法も、第８実施形態における受光
強度Ｅａ，Ｅｂに基づく屈折率の測定方法と同様であるため、説明を省略する。
【０１２１】
　以上のように、第９実施形態に係る表面プラズモンセンサ９は、１組の偏光板と受光部
を用いて位相差δに相当する値を取得して屈折率ｎを測定することができる。
【０１２２】
　なお、第３～第９実施形態に係る表面プラズモンセンサ３～９の反射板を、第２実施形
態と同様に基板２５側から入射光が入射されるように構成するようにしてもよい。
【０１２３】
　また、第１～第７実施形態において、楕円率ｔａｎχの代わりに第８，９実施形態のよ
うに偏光板を用いて反射光の位相差δに相当する値を測定することにより測定した吸収角
θ０や吸収方位角φ０、吸収波長λ０を用いて屈折率ｎを測定することもできる。
【０１２４】
　最後に、上述した各実施形態の説明は本発明の一例であり、本発明は上述の実施の形態
に限定されることはない。このため、上述した各実施の形態以外であっても、本発明に係
る技術的思想を逸脱しない範囲であれば、設計等に応じて種々の変更が可能であることは
勿論である。
【符号の説明】
【０１２５】
１１，２１，３１，７１…反射板、１２，４２，５２…光源、１３，８３ａ，８３ｂ…受
光部、１４，３４，４４，５４，６４，８４，９４…計測部、５７…制御部、８７…スプ
リッタ、偏光板…８８ａ，８８ｂ
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【手続補正書】
【提出日】平成24年12月20日(2012.12.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　周期構造を有する金属層を備え、試料が配置された反射板と、
　前記反射板にコニカルマウントでｐ偏光又はｓ偏光の入射光を照射する光源と、
　前記反射板で反射した反射光を受光する受光部と、
　前記光源が前記反射板に照射する前記入射光の入射角と、前記入射光の入射面が前記周
期構造の周期方向に対して成す方位角と、前記光源が入射する前記入射光の波長の何れか
１つをパラメータとして変化させながら、前記反射光の楕円率がゼロになる前記パラメー
タに基づいて前記試料の屈折率を測定する計測部と、を備えることを特徴とする表面プラ
ズモンセンサ。
【請求項２】
（削除）
【請求項３】
（削除）
【請求項４】
（削除）
【請求項５】
（削除）
【請求項６】
（削除）
【請求項７】
　前記計測部が測定した前記楕円率がゼロになるように前記パラメータを変更するように
前記反射板を制御する制御部をさらに備えることを特徴とする請求項１に記載の表面プラ
ズモンセンサ。
【請求項８】
（削除）
【請求項９】
（削除）
【請求項１０】
　前記光源は、屈折率測定の基準となる基準物質を反射板に配置したときの楕円率がゼロ
となる入射角、方位角及び波長を有する前記入射光を前記試料に照射し、
　前記計測部は、前記反射光から得た楕円率に基づき前記試料の屈折率を測定することを
特徴とする請求項１又は請求項７に記載の表面プラズモンセンサ。
【請求項１１】
　前記楕円率がゼロとなる前後の前記楕円率の変動量が大きくなるように、前記反射板の
方位角を調整して前記入射光に対する相対的な格子の溝の形状を変化させることを特徴と
する請求項１、請求項７又は請求項１０に記載の表面プラズモンセンサ。
【請求項１２】
　入射面に対して前記反射光の平行な成分及び垂直な成分の位相差を略直角、前記反射光
の反射率が前記平行な成分と前記垂直な成分とで略等しくなるように、前記反射板の方位
角を調整して前記入射光に対する相対的な格子の溝の形状を変化させることを特徴とする
請求項１、請求項７、請求項１０又は請求項１１に記載の表面プラズモンセンサ。
【請求項１３】
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　前記光源は、前記反射板の前記金属層が設けられた面と対向する面から入射されるよう
に前記入射光を照射し、
　前記金属層は薄膜周期構造を有することを特徴とする請求項１、請求項７、請求項１０
～請求項１２のいずれか１項に記載の表面プラズモンセンサ。
【請求項１４】
　周期構造を有する金属層を備える反射板に配置された試料の屈折率を測定する表面プラ
ズモンセンサを用いた屈折率の測定方法であって、
　光源から前記反射板にコニカルマウントでｐ偏光又はｓ偏光の入射光を照射するステッ
プと、
　前記試料を透過して前記反射板で反射した反射光を受光部で受光するステップと、
　前記光源が前記反射板に照射する前記入射光の入射角と、前記入射光の入射面が前記周
期構造の周期方向に対して成す方位角と、前記光源が入射する前記入射光の波長の何れか
１つをパラメータとして変化させながら、前記反射光の楕円率がゼロになる前記パラメー
タに基づいて前記試料の屈折率を測定するステップと、を備えることを特徴とする屈折率
の測定方法。
【請求項１５】
　前記反射板は、光を透過する基板と、当該基板の一方の面の上に積層されて周期構造を
有する金属層とを備え、前記金属層の面であって前記基板に当接しない面の上に試料が配
置され、
　前記光源は、前記基板の他方の面の側から入射光を照射し、
　前記受光部は、前記基板の他方の面の側に反射した反射光を受光することを特徴とする
請求項１、請求項７、請求項１０～請求項１２のいずれか１項に記載の表面プラズモンセ
ンサ。
【請求項１６】
　光を透過する基板と、当該基板の一方の面の上に積層されて薄膜周期構造を有する金属
層とを備え、前記金属層の面であって前記基板に当接しない側の面の上に試料が配置され
る反射板と、
　前記基板の他方の面の側から入射光を照射する光源と、
　前記基板の他方の面の側に反射した反射光を受光する受光部と、
　前記光源が前記反射板に照射する前記入射光の入射角と、前記入射光の入射面が前記周
期構造の周期方向に対して成す方位角と、前記光源が入射する前記入射光の波長の何れか
１つをパラメータとして変化させながら、前記反射光の楕円率がゼロになる前記パラメー
タに基づいて前記試料の屈折率を測定する計測部と、
　前記計測部が測定した前記楕円率がゼロになるように前記パラメータを変更するように
前記反射板を制御する制御部と、を備え、
　入射面に対して前記反射光の平行な成分及び垂直な成分の位相差を略直角、前記反射光
の反射率が前記平行な成分と前記垂直な成分とで略等しくなるように前記反射板の方位角
を調整して前記入射光に対する相対的な格子の溝の形状を変化させてあり、
　前記計測部は、前記反射板に屈折率が既知の基準物質を前記試料として配置したときに
前記反射光の楕円率がゼロになる値に前記入射光の波長、入射角、及び、方位角を固定し
た状態で前記受光部が受光した反射光の楕円率に応じた値を前記試料の屈折率とすること
を特徴とする表面プラズモンセンサ。
【請求項１７】
　周期構造を有する金属層を備え、試料が配置された反射板と、
　前記反射板に入射光を照射する光源と、
　前記反射板で反射した反射光を２つの光束に分割するスプリッタと、
　前記スプリッタにて分割された一方の光束を受光する第１の受光部と、
　前記スプリッタにて分割された他方の光束を受光する第２の受光部と、
　前記スプリッタにて分割された前記一方の光束の経路上に配置される第１の偏光板と、
　前記スプリッタにて分割された前記他方の光束の経路上に配置される第２の偏光板と、
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　屈折率が既知の基準物質を前記試料として前記反射板に配置したときの前記第１の受光
部の受光強度と前記第２の受光部の受光強度の差分と、屈折率が未知の測定対象物質を前
記試料として前記反射板に配置したときの前記第１の受光部の受光強度と前記第２の受光
部の受光強度の差分と、の差分に応じた値を屈折率が未知の前記測定対象物質の屈折率と
する計測部と、を備え、
　入射面に対して前記反射光の平行な成分及び垂直な成分の位相差が略直角、且つ、前記
反射光の反射率が前記平行な成分と前記垂直な成分とで略等しくなるように前記反射板の
方位角を調整し、
　前記第１の偏光板は、反射光の電界ベクトルが成す楕円の傾き角と同じ向きに偏光した
光を選択的に通過させるように調整されており、
　前記第２の偏光板は、反射光の電界ベクトルが成す楕円の傾き角と直交する向きに偏光
した光を選択的に通過させるように調整されていることを特徴とする表面プラズモンセン
サ。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００２】
、吸収角θｓｐを測定するには最小点検出を行わなければならず、測定が複雑であるとい
う問題があった。
［０００６］
　本発明は、上述の点を鑑みてなされたものであり、容易に屈折率を測定できる表面プラ
ズモンセンサ、及び屈折率の測定方法を提供する。
課題を解決するための手段
［０００７］
　上記課題を解決するため、本発明に係る表面プラズモンセンサは、周期構造を有する金
属層を備え、試料が配置された反射板と、前記反射板にコニカルマウントでｐ偏光又はｓ
偏光の入射光を照射する光源と、前記反射板で反射した反射光を受光する受光部と、前記
光源が前記反射板に照射する前記入射光の入射角と、前記入射光の入射面が前記周期構造
の周期方向に対して成す方位角と、前記光源が入射する前記入射光の波長の何れか１つを
パラメータとして変化させながら、前記反射光の楕円率がゼロになる前記パラメータに基
づいて前記試料の屈折率を測定する計測部と、を備えることを特徴とする。
［０００８］
　また、本発明に係る屈折率の測定方法は、周期構造を有する金属層を備える反射板に配
置された試料の屈折率を測定する表面プラズモンセンサを用いた屈折率の測定方法であっ
て、光源から前記反射板にコニカルマウントでｐ偏光又はｓ偏光の入射光を照射するステ
ップと、前記反射板で反射した反射光を受光部で受光するステップと、前記光源が前記反
射板に照射する前記入射光の入射角と、前記入射光の入射面が前記周期構造の周期方向に
対して成す方位角と、前記光源が入射する前記入射光の波長の何れか１つをパラメータと
して変化させながら、前記反射光の楕円率がゼロになる前記パラメータに基づいて前記試
料の屈折率を測定するステップと前記受光部で受光した反射光に含まれる偏光方向の異な
る２種類の波の位相情報に基づいて前記試料の屈折率を測定するステップと、を備えるこ
とを特徴とする。
発明の効果
［０００９］
　本発明によれば、容易に屈折率を測定することができる。
図面の簡単な説明
［００１０］
［図１］本発明の第１実施形態に係る表面プラズモンセンサの概略図。
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［図２］本発明の第１実施形態に係る金属層を示す図。
［図３］本発明の第１実施形態に係る表面プラズモンセンサの概略図。
［図４］本発明の第１実施形態に係る反射光を説明する図。
［図５］本発明の第１実施形態に係る反射光を説明する図。
［図６］本発明の第１実施形態に係る反射板を示す図。
［図７］本発明の第１実施形態に係る楕円率の変動の測定方法を説明する図。
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